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要旨

• 2025年2月、わが国の中長期的エネルギー政策の指針として、第７次エネルギー基本計画が決定。
近年の情勢変化を踏まえ既存計画を見直すとともに、対象期間を2040年度に。安全性を大前提に
安定供給・経済効率性・環境適合のバランス良い適合を目指す、基本的視点「Ｓ＋３Ｅ」は堅持。

• エネルギー需給の見通しをみると、需要面では、省エネ等でエネルギー需要全体は減少するものの、デ
ジタル化の進展などによって電力需要は増加。一方、供給面では、再生可能エネルギーの最大限導
入とバランスのとれた電源構成を目指す、“野心的”な計画を継承。また、不確実性への対応として、
初めて複数の将来需給シナリオを提示。

• もっとも、今後に向けた課題も存在。主なものは以下。

– 「Ｓ＋３Ｅ」のうち、経済効率性の関連指標・見通しが示されず、エネルギーコストの予見可能性
が低下。足元では、電気料金単価の著しい上昇を受けて国民のコストへの関心は高く、電力コス
ト等の見通しを示し、継続的なモニタリングや機動的な政策対応が可能となる体制を構築すべき。

– 複数の将来需給シナリオが示されたものの、複数シナリオの活用方法は示されず。政策効果の定
量的な把握や、目標とのギャップ解消に必要な追加政策の検討などに活用すべき。

– 検討過程では、エネルギー政策と関連性の高い地球温暖化対策計画などと連携して議論。今後
の各計画の実施フェーズでは、エネルギー・環境政策を統合的に運営できる体制を構築すべき。
具体的には、「Ｓ＋３Ｅ」を含め、各計画の重点要素を踏まえた指標群を設定し、継続的なモニ
タリングを行うとともに、機動的かつ分野横断的な政策運営を実施可能にすべき。



Copyright (C) 2025 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.2

目次

１．エネルギー基本計画とは

（１）策定の経緯 P.3

（２）基本的視点「Ｓ＋３Ｅ」 P.4

（３）前回の基本計画における問題点 P.5

２．第７次基本計画のポイント

（１）計画の概要 P.6

（２）エネルギー需給見通し P.7

（３）新たなGHG削減目標への整合 P.10

（４）複数シナリオの提示 P.11

３．今後の課題

（１）エネルギーコストの予見性向上 P.12

（２）複数シナリオの活用 P.14

（３）関連計画とのさらなる連携強化 P.16



Copyright (C) 2025 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.3

１．エネルギー基本計画とは
（１）策定の経緯

• わが国は、 2002年施行のエネルギー政策基本法に基づき、中長期的エネルギー政策の指針としてエ
ネルギー基本計画（基本計画）を策定。2003年の初代策定以降、国内外のエネルギー情勢の変
化を踏まえ、約3年ごとに見直し改訂。

• 基本計画と併せ、将来のエネルギー需給や電源構成の見通しも提示。

2002

2003

2007

2010

2014

2018

エネルギー政策基本法

エネルギー基本計画（初代）

第2次エネルギー基本計画

第3次エネルギー基本計画

第4次エネルギー基本計画

第5次エネルギー基本計画

2021 第6次エネルギー基本計画

2025 第7次エネルギー基本計画

東日本
大震災

ウクライナ
侵攻

主要国の
脱炭素宣言

2011

2022

2020

• 基本的視点「3E+S」の確認
• 再エネの導入加速
• 原子力政策の再構築

• 基本的視点「3E」
• 2030年に向けた目標と政策

• 基本的視点「S+3E」の確認
• 2050年CN実現の課題と対応
• 2030年に向けた政策対応

• 基本的視点「3E+S」の確認
• 2030年に向けた政策対応
• 2050年に向けた挑戦

長期エネルギー需給見通し

2030年度におけるエネルギー需給の見通し

2040年度におけるエネルギー需給の見通し

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」等を基に日本総研作成

第７次基本計画に至る経緯

＜外部環境＞ ＜概要＞
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（２）基本的視点「Ｓ＋３Ｅ」

• わが国は国内のエネルギー資源に乏しく、過去に幾度もエネルギー安定供給の危機に直面。また、エネ
ルギーは国民生活や経済活動の基盤であり、低廉なエネルギー確保は重要。加えて、近年は世界的
に脱炭素の機運が高まり、エネルギー分野における温室効果ガス（GHG）削減も喫緊の課題に。

• こうした経緯を経て、エネルギー政策の基本的視点に位置付けられているのが、安全性（Safety）を
大前提に、エネルギー安定供給（Energy Security）・経済効率性の向上（Economic 
Efficiency）・環境への適合（Environment）を図るという、「Ｓ＋３Ｅ」の原則。

安定供給
Energy Security

経済効率性
Economic
Efficiency

環境適合
Environment

安全性
Safety

3ES

（資料）日本総研作成

「Ｓ＋３Ｅ」のイメージ

+
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（３）前回の基本計画における問題点
― 予見可能性の低さ、「Ｓ＋３Ｅ」のバランス欠如

• 企業の事業戦略などに大きく影響するエネルギー政策は、予見可能性が重要。そのため、基本計画は
従来、内外情勢や需給予測等を踏まえた「積上式」で検討。

• 前回の第６次基本計画も、当初は積上式で検討。しかし、政府が新たに“野心的”な脱炭素目標を
掲げ、同目標達成を前提とした”野心的”な計画に。結果として、予見可能性は低下し、「Ｓ＋３Ｅ」
のバランスも欠如。

（資料）資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会基本政策分科会、内閣官房地球温暖化対策推進本部公開資料を基に日本総研作成

令和３年
４月13日

第40回 総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

第45回 地球温暖化対策推進本部

事務局より積み上げによる
検討の試算提示

4月22日

積上式

「46%」
ありき

10月22日
第6次エネルギー基本計画

閣議決定

令和2年
10月13日

第32回 総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会

次期（第6次）
エネルギー基本計画の検討を開始

…
…

22~24%
（第５次）

約30%

36~38%

2030年度のGHG排出量を2013年度から46％削減
50％の高みに向けて挑戦を継続

気候サミットにおける国際社会へも表明を宣言

温暖化対策基本計画・NDCも
併せて閣議決定

電力供給に占める
再生可能エネルギー（再エネ）比率

第６次基本計画の検討経緯
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２．第７次基本計画のポイント
（１）計画の概要

• 2025年2月、第７次基本計画が決定。近年の情勢変化を踏まえて見直されるとともに、対象とする
期間が2040年度までに（前回は2030年度まで） 。

近年の
情勢変化

注目点

• ロシアによるウクライナ侵略等による経済安全保障上の要請の高まり
• デジタルトランスフォーメーション（DX）やグリーントランスフォーメーション（GX）などの進展に伴う
電力需要増加の可能性

• 欧州を中心とした気候変動対応の継続と現実的かつ多様な取り組み
• 世界各国におけるエネルギー政策と産業政策の一体化

需要

供給

GHG削減目標

複数シナリオ

省エネ等でエネルギー需要全体は減少する見通し
DXやGXの進展による需要増加を反映して電力の割合（電化率）が上昇

第６次基本計画の方針を継承し、再エネの最大限導入と
バランスのとれた電源構成を目指す野心的な計画に

新たに設定された2035・40年度の排出削減目標と整合

「再エネ」「水素等」「二酸化炭素回収・固定（CCS）」を革新技術と定義
革新技術の開発および普及成否により5種類のシナリオを提示

第７次基本計画の概要

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」を基に日本総研作成
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（２）エネルギー需給見通し
① 概要

• 第７次基本計画では、関連資料として「2040年度におけるエネルギー需給の見通し」を公開。

• エネルギー需要は、省エネ等で全体としては減少する一方、電力需要は増加する見通し。

• 電力供給については、電源構成（エネルギーミックス）は従来の方針を継承。再エネの最大限導入と
バランスのとれた電源構成を目指す方針。

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」を基に日本総研作成
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最終エネルギー消費量の見通し 発電電力量および電源構成の見通し
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（２）エネルギー需給見通し
② 需要 ― 増加見込みながら不確実性高い

• 近年、AIやデータセンター等、DXの進展による新たな電力需要が増加傾向。加えて、今後はGXの進
展により、様々な業種での電力へのエネルギー転換（電化）も進む見込み。

• 第７次基本計画では、このような状況を踏まえて、将来の電力需要は増加見通し。ただし、DXやGX
の進捗や省エネ技術の動向などによって、将来の電力需要の不確実性は大。

データセンター・AI・暗号通貨による
世界全体の電力需要予測 各研究機関等による国内電力需要見通し

バラつき大

（資料）IEA “Electricity 2024” （資料）総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第56回会合）
「電力需要について」を基に日本総研作成

（注）電中研・RITE・デロイトは、データセンター・半導体工場等による
 需要増の可能性を明示的に考慮
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（２）エネルギー需給見通し
   ③ 供給 ― “野心的”なエネルギーミックスは継続

• エネルギーミックスの見通しをみると、今後の拡大方針が示された原子力および再エネは、現状以上の
導入ペースが求められる“野心的”な計画。

• 主力電源化を徹底するとした再エネは、最大導入シナリオで現状の2倍強とハイペース。最小導入シナ
リオでも、現状と同等ペースでの導入継続が必要。

発電電力量の実績および見通し（原子力） 発電電力量の実績および見通し（再エネ）

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」を基に日本総研作成
（注）最大導入シナリオは革新技術拡大シナリオ、最小導入シナリオは技術進展シナリオの値。各シナリオについてはP.11参照。
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（３）新たなGHG削減目標への整合

• わが国政府は、第７次基本計画と併せて、GHG削減目標や目標達成のための施策を示す「地球温
暖化対策計画（温対計画）」を改訂。新たなGHG削減目標として「2035年度60％減・2040年
度73％減（2013年度比）」を設定。

• 第7次基本計画では、エネルギー起源CO2排出量を2040年度70%減（2013年度比）とし、温対
計画の新たな目標と整合。

（資料）大嶋 秀雄「2025年、岐路に立つ気候変動対応～トランプ政権始動、世界はいかに連携を維持するか～」
日本総研 Research Focus No.2024-065 (2025/2/17)を基に日本総研作成
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▲46％
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▲73％

（年度）

https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=110148
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（４）複数シナリオの提示

• 第７次基本計画では、関連資料において、初めて将来シナリオを”複数”提示。

• 「Ｓ＋３Ｅ」の実現には様々な技術の開発・普及が不可欠。一方、技術動向は不確実性が高く、シ
ナリオを単一に絞ることは困難。そのため、「再エネ」「水素等」「CCS」を革新技術と位置づけ、開発進
捗や導入規模など異なる前提の5つの将来需給シナリオを提示。

再エネ拡大

水素・新燃料活用

CCS活用

革新技術拡大

技術進展

再エネ 水素等 CCS

－

○ － －

－ ○ －

－ － ○

－ －

○ ○ ○

既存再エネ技術
＋ペロブスカイト太陽電池・浮体式洋上風力等

水素等の製造コスト低減
（アンモニア・合成燃料・合成メタン含む）

CO2貯留可能量拡大
CO2回収・輸送・貯留技術のコスト低減

革新技術の普及活用が幅広く拡大

革新技術の開発・実装が進まず、
既存技術中心に導入進展

概要シナリオ名称 革新技術の開発・実装

9.6 

3.7 

3.7 

3.7 

3.7 

5.4 

0 4 8 12
(億トン)

＜2013年度比＞

▲70%

▲70%

▲70%

▲70%

▲56%

エネルギー起源
CO2排出量

再エネ拡大

水素新燃活用

CCS活用

革新技術拡大

技術進展

実績

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」を基に日本総研作成
（注）実績は2022年度における公表値

第７次基本計画の概要
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35%

35%

27%

0% 20% 40%

エネルギー
自給率
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３．今後の課題
（１）エネルギーコストの予見性向上 ① 消えた「経済効率性」の指標

• 第６次基本計画では、3Ｅの関連指標とその見通しが示されていたが、第７次基本計画では、「経済
効率性」に関する指標が示されず、エネルギーコストに関する予見可能性が低下。

• エネルギーコストの急変や先行きの不透明感は、国民の将来不安を高め、企業の経営判断も困難に。
とくに、足元では電気料金単価が著しく上昇しており、国民や企業のコストへの関心は高い。

「Ｓ＋３Ｅ」関連指標の実績および見通し 電気料金単価の推移

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」
「2040年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」
総合資源エネルギー調査会基本政策分科会（第55回会合）
「エネルギーを巡る状況について」を基に日本総研作成
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安定
供給

経済
効率性
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エネルギー
自給率

電力コスト

エネルギー起源
CO2排出量

指標

12.6%

16.6兆円

9.6億トン

30%

8.6~8.8
兆円

6.8億トン

2030年度
第６次

30~40%

記載なし

3.7億トン

2040年度
第７次

2022年度

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー白書2024」、財務省「貿易統計」
電力・ガス取引監視等委員会「電力取引の状況」を基に
日本総研作成

（注）電気料金単価は電灯・電力平均、再エネ賦課金は含まない

今回提示
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（１）エネルギーコストの予見性向上
② 求められる見通し提示と対応体制構築

• エネルギー需要に占める電力の割合（電化率）の上昇に伴い、電力コストの重要性も上昇。
今後は、DXやGXの推進で電化率がさらに上昇する見通しであり、電力コストは一段と重要に。

• とくに、政府が掲げる再エネの主力電源化は、電気料金単価に影響大。燃料費等の削減が価格を押
し下げる一方、再エネ賦課金や託送料金の増加が価格を押し上げる可能性あり。

• 政府は電力コストの見通しを示し、モニタリングや機動的な政策対応が可能な体制を構築すべき。

電力需要および電化率の推移
再エネ主流電源化に伴って予想される

電気料金単価増減の要因

（資料）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に日本総研作成
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減
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増

燃料費の減少
（化石燃料投入量の減少）

（資料）資源エネルギー庁「エネルギー基本計画」
「電気料金の仕組みについて」を基に日本総研作成
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（２）複数シナリオの活用
① 施策効果の定量的把握

• 先述の通り、不確実性への対応として5種類のシナリオが示されたものの、具体的な用途は示されず。

• シナリオの活用方法としては、例えば、各シナリオの比較から、政策効果等を定量的に把握し、機動的
な政策運営に繋げることなど。実際、国際エネルギー機関（IEA）は、3種類の将来シナリオを示して
おり、シナリオの比較によって将来的な政策効果などを可視化。

STEPS
実施中の政策のみを

反映したシナリオ

APS
将来的な実施を公約

された政策を含むシナリオ

NZE
2050年ネットゼロとなる
道筋を示したシナリオ

IEAの将来シナリオ（世界全体）

表明した目標達成への

「実施のギャップ」

パリ協定の目標達成への

「野心のギャップ」

政策

政策

＜再エネ発電量＞ ＜GHG排出量＞

IEA将来シナリオの種類

（資料）IEA “World Energy Outlook 2024”を基に日本総研作成
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（２）複数シナリオの活用
   ② ラチェットメカニズムによる2040年度計画とのギャップ解消

• 現時点で2040年度までの政策を全て示すことは困難であり、現行政策と2040年度計画にはギャップ
が存在。複数シナリオを活用することで、現行政策と2040年度計画とのギャップも可視化可能。

• “野心的”な2040年度計画の達成に向けては、パリ協定における「ラチェットメカニズム」のように、段
階的に将来シナリオを目標達成シナリオに近づけていき、ギャップの解消を図る手法も一案。

パリ協定のラチェットメカニズム

5年毎の

目標設定・更新

（NDC)

２年毎の

透明性報告書

５年毎の

グローバルストックテイク

（GST）

GST等を踏まえて

NDC引き上げ
(後退させない)

2015年 20年

パリ
協定

25年

NDC
提出

30年23年 28年

30年
目標

35年
目標

40年
目標

進捗評価

進捗評価

情報提供

情報提供

目標
引き上げ

目標
引き上げ

NDC
更新

GST
NDC
更新

GST

パリ協定に基づく目標引き上げサイクル

（資料）大嶋 秀雄「2025年、岐路に立つ気候変動対応～トランプ政権始動、世界はいかに連携を維持するか～」
日本総研 Research Focus No.2024-065 (2025/2/17)

https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=110148
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（３）関連計画とのさらなる連携強化
① 第７次基本計画では検討過程から連携

• エネルギー政策は、環境政策や産業政策などと関連性が強く、他の政策分野と統合的に策定される
べき。ところが、第６次基本計画では、温対計画との連携が十分でなく、混乱が生じる結果に。

• 第７次基本計画では、温対計画および2040年度までのGX推進に向けた産業政策パッケージである
「GX2040ビジョン」と検討プロセスにおいて連携して議論。

第７次基本計画と関連計画の検討プロセス

5月13日
第11回GX実行会議

5月15日～
有識者会議にて討議

6月28日～
有識者会議にて討議

12月26日 原案
12月17日 原案
12月25日 修正案

12月19日 原案
12月24日 修正案

GX2040ビジョン エネルギー基本計画 地球温暖化対策計画

パブリックコメント募集 および 修正検討

2月18日 閣議決定

2024年

2025年

GX推進のための
産業政策

エネルギー需給の
中長期見通しと対策

GHGの
中長期目標と対策

（資料）内閣官房 第13回GX実行会議 資料1「我が国のグリーントランスフォーメーションの加速に向けて」等を基に日本総研作成
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（３）関連計画とのさらなる連携強化
   ② 統合的な政策運営体制の構築 

• 今後、第７次基本計画および関連計画が実施段階になるなか、政策の実効性と予見可能性を高め
るため、わが国政府は、エネルギー・環境政策を統合的に運営できる体制を構築すべき。

• 具体的には、「Ｓ＋３Ｅ」を含め、関連計画の重点要素を踏まえた指標群を設定し、継続的なモニタ
リングを行うとともに、機動的かつ分野横断的な政策運営を実施可能にすべき。

安全性

安定供給

経済効率性

環境適合

安全性
Safety

供給安定性
Stability

安全保障性
Security

持続可能性
Sustainability

コスト
Energy Cost

重大事故発生率
設備・保守不備件数

出力制御回数
停電時間

GHG排出量
水資源利用量
廃棄物発生量

KPI（案）

資源自給率
技術自給率

指標（案）

エネルギー基本計画

電気料金単価
（家庭・企業）

経済成長性
Economic Growth

GHG
削減目標

地球温暖化対策計画

エネルギー
安定供給確保

経済成長

脱炭素

GX2040ビジョン

GDP増加率
関連産業世界シェア

重視される要素

（資料）日本総研作成

わが国エネルギー・環境政策の統合的運営体制（案）
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